
承認覧 工事名称 日　付

図面名称 図　番縮　尺

第1-2 0 7 5 7号

1級建築士事務所登録

1級建築士登録　第22 3 5 5 9号

松尾　眞也

株式会社エム・ビー・アイ　一級建築士事務所

令和　２　年度

アスベスト含有建材除去等工事特記仕様書（１） A-05

ア ス ベ ス ト 含 有 建 材 除 去 等 工 事 特 記 仕 様 書

 （処理作業室外の場合）
負圧・除じん装置の排出口

除去作業に従事する作業者は事前に、一般健康診断（石綿を取り扱う場合は6ヶ

月ごと）・じん肺健康診断・アスベストに関する特化則による健康診断の実施につい

ては、下記の記載の場合は除くことができる。

ア．じん肺健康診断

・除去処理作業に従事する期間において、3年以内に診断を実施した者とする。

イ．石綿障害予防規則による健康診断

・除去処理作業に従事する期間において、6ヶ月ごとに診断を実施した者とする。

安全衛生に関する管理者は、現場代理人が選任者になり、関係法令等に従ってこれを

行う。また着工に先立って工期・工事方法及び安全の為の立入禁止区域の設定等につ

いて当該施設関係者、監督員と十分に協議し施工計画に盛り込むこと。

施工の確認及び報告

（１）アスベスト管理地区を設定し、養生が完了した段階。

（２）アスベスト含有吹付け材の除去作業が完了した段階。

（３）アスベスト粉じん濃度の測定整備が完了した段階。

（４）内部足場を取り外す前の段階。

（５）その他監督員により指示のあった時。

アスベスト粉じん濃度の測定

（１）工事請負者は、除去処理工事の工事着工前、工事中及び除去完了後の作業所内

周辺環境及び監督員が指示する箇所において空気中のアスベスト濃度測定を行うこと。

（２）測定方法はJIS K 3850-1（空気中の繊維状粒子測定方法-第1部：光学顕微鏡法

及び走査電子顕微鏡法）による。

（３）測定は、厚生労働省・都道府県基準局に登録されている作業測定機関又は、こ

れと同等の技術を有するものに委託し、その測定機関が証明する測定結果を監督員に

提出する。

1時間

ア．石綿障害予防規則に基づく｢作業の記録｣は、次の内容を記録し、４０年間保管すること。

　工事施工者は、下記の通り作業の記録等を保存すること。

イ．石綿障害予防規則に基づく「特殊健康診断の記録」は４０年間保管すること。

ウ．じん肺法に基づく、じん肺健康診断を実施した場合は、その記録を保存すること。

エ．雇い入れ時等にアスベストに関する教育を行い、その記録を保存すること。

現場代理人とは、工事請負規約書に規定する現場代理人という。

石綿作業主任者の資格を有する作業管理者とする。

工事請負者は、除去作業管理者を選任し、除去工事現場に常駐させること。

除去作業管理者は、除去作業全般を統括すること。

除去作業従事者は、下記のあげる事前教育及び健康診断を受けた者で工事請負者の発

行する作業手帳を有し、除去作業管理者の指示を受け作業を行うこと。

・作業者の氏名

・従事した作業の概要及び当該作業に従事した期間

・アスベストにより、著しく汚染された事態が生じたときは、その概要及び

工事請負者が講じた応急処置の概要

工時に建設副産物の処理結果報告書、再生資源利用実施書等を提出すること。

　資源の有効利用、環境負荷の低減等を図り、「資源循環型社会」を構築するため、建設副

産物の発生抑制、再利用、適正処理を推進する。

　現場内で発生する建設副産物の処理については、現場内において発生する品目ごとに分別

し指定された場所へ集積すること。

　また、施工区分表に積み込み・運搬・処分までの指示がある工事については、現場内に分

別保管場所（他業者の分別したものを含む）を設置するとともに、再生資源の利用の促進に

関する法律、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律、建設廃棄物処理指針その他関係諸法令等によるほか、建設副産物適正処理推進要綱

に従い、指定された方法により適正に処理を行うこと。

　工事に際しては、工事着手時に建設副産物処理計画書、再生資源利用計画書等を、工事竣

　建設大臣官房官庁営繕部監修の「管理者のための建築物保全の手引き」

　「標仕」1.7.3(a)の他、下記について必要事項を記入のうえ監督員に提出する。

TEL  092-411-3664

（一財）日本建設情報総合センター九州地方センター

問い合わせ先　〒812-0013　福岡市博多区博多駅東3-11-28博多ｻﾝｼﾃｨﾋﾞﾙⅡ6F

FAX  092-411-3486

(1.1.4 )

契約室に提出しなければならない。

また、（一財）日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」の写しを建築都市総務課

確認を受けた後に、（一財）日本建設情報総合センターに提出しなければならない。

報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、「建設情報実績」を作成し、建築都市総務課契約室の

24×36以上

・モノクロ

・ビデオ

・モノクロ

・モノクロ

　指定品目、判断基準は「福岡県環境物品等調達方針」によること。

とおりとする。

指針・同解説」（日本建築センター）・「公共建築改修工事標準仕様書」に拠ること。

石綿飛散防止対策マニュアル」及び「既存建築物の吹付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術

工事施工について質疑があるときは、監督員と協議することとする。

３）特記事項に記載の（　　　　　）内表示番号は、公共建築工事標準仕様書の当該項目、当該図、または当該表を示す。

４）形状寸法の単位は特記なきかぎり、ミリメートルとする。

○○印と※印のついた場合は、共に適用する。

○印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。

２）特記事項は○印のついたものを適用する。

（H31.4）平成31年度改訂

時 間範 囲科 目

※設ける　　（　　　　　　）㎡程度

備品については監督員の指示による。

構内既存の施設

構内既存の施設

工事用車両の出入口では、一般通行人及び一般車両の安全確保に努めること。

交通誘導員 ※　配置する（　　　　名以上）

・ 利用できる（※有償　　・ 無償）

・ 利用できる（※有償　　・ 無償）

※要する

・ 設けない

・ 配置しない

※利用できない

※利用できない

・要しない

(2.3.1)

10．　工事実績情報

11 ．保全に関する資料

12 ．図面ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ

13 ．竣工後の調査

1．監督員事務所

2．工事用水

3．工事用電力

4．総合仮設計画書

5．　工事車両の出入口

 1 ．アスベストの調査

 2 ．工事説明会

 3 ．発生材の処理

 4 ．近隣対策

 5 ．障害物対策

 6 ．施工計画書

 7 ．各種届出等

 1 ．作業記録

 1．現場代理人

 ２．作業管理者

 3．除去処理作業

 4．除去処理作業

　の登録

　（工事カルテ）

の登録

管理者の選任

従事者の資格

　・アスベスト含有吹付け材の有無

　・アスベスト含有保温材等の有無

　・アスベスト含有成形板の有無

　・（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　近隣への工事説明会　　・行う　　・行わない

　工事に伴う現場周辺からの苦情については、請負業者が誠意を持ってこれに対処し、そ

　の内容を文書にて監督員に報告を行うこと。

　工事に伴って、障害となるすべての物を撤去・移動もしくは保護処置を行う場合は、監

　督員の承諾を受けること。

　※要する　　・要しない

　各種許可申請及び届出

建設副産物の処理について

指定副産物　（原則として再資源化施設へ持込むもの）

・がれき類

（コンクリート塊）

（アスファルト塊）

・木くず

・建設発生土

・汚泥

特別管理産業廃棄物

※廃石綿等

「建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル（環境庁大気保全局）」及び、

「石綿障害予防規則(平成17年7月1日施行)」に従い、収集、運搬、処分を行う。

　※参考受入場所は現場説明書による

許可申請・届出等

・特定建設作業実施届

・労働基準法に関する各種届出

・労働安全衛生法に関する各種届

石綿等の有害性

石綿等の使用状況

石綿等の粉じんの

発散を抑制するた

めの処置

保護器具の使用状況

その他石綿等のば

く露の防止に関し

必要な事項

石綿の性状、石綿による疾病の病理及び病状

石綿を含有する製品の種類及び用途、事前調査の方法

建築物又は工作物の解体等の作業の方法、湿潤化の方法

作業場所の隔離の方法、その他石綿等の粉じんの発散を

抑制する為の処置についての必要な事項

保護具の種類、性能、使用方法及び注意事項

労働安全衛生法（昭和47年法律57号）、労働安全衛生法施工令（昭和47年

政令第318号）、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令32号）及び石綿障害

予防規則中の関係条項、石綿等による健康障害を防止するため当該関係条

項、石綿等による健康障害を防止するため当該業務に付いて必要な事項

（施設管理者と施設行事等の調整の上施工計画書を作成の事）

提　出　先

市町村(公害係)

労働基準監督署

労働基準監督署

その他の副産物

・廃プラスチック

・ガラス、陶磁器くず

・廃石こうボード

・金属くず

・繊維くず

提出者

工事請負者

工事請負者

工事請負者

1時間

1時間

1時間

№１

Ⅰ　工　事　概　要

Ⅱ　アスベスト含有建材除去等工事仕様

章

１．工事名称

２．工事場所

３．工事概要

４．別途工事

５．その他

１．標　準　仕　様

　図面及び特記仕様に記載されていない事項はすべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（建築

工事編）（平成２８年版）」及び同上監修「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編)（平成２８年版)」による。

２．特　記　仕　様

１）項目は番号に○印のついたものを適用する。

　　

１．一般事項

 2 ．適用基準等

 3 ．質疑に対する協議

 4 ．図書間優先順位

 5 ．施工中の安全確保

6．過積載の防止

7．原形復旧

8．工事写真等

9 ．完成図

及び環境保全

特　　記　　事　　項

　

(a) 適用範囲　

(b) 基本要求品質

(c) 法令等の遵守

(d) 仕上げ工事

　・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律　

　・建築改修工事監理指針

　・建築工事安全施工技術指針

　・建設工事公衆災害防止対策要綱

　・建設副産物適正処理推進要綱　　　　

　・建設廃棄物処理指針

　・解体工事安全施工指針

　・石綿粉じんへのばく露防止マニュアル

　・建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル

　・石綿障害予防規則

　・特定化学物質等障害予防規則　

　・労働安全衛生法　

なお、除去処理工事に際し、本仕様書に記載なき事項が生じた場合は「建築物の解体等に係る

すべての設計図書は、相互に補完するものとする。 

ただし、設計図書間に相違がある場合、設計図書の優先順位は、次の（１）から（４）の順番の

  （１）現場説明書及び現場説明に対する質疑回答書

  （２）特記仕様書

  （３）図面

  （４）公共建築工事標準仕様書(以下「標仕」という。)及び公共建築改修工事標準仕様書

　　　　（以下「改修標仕」という。）

　建築基準法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、労働安全衛生法、環境基本

　法、騒音規制法、振動規制法、大気汚染防止法その他関係法令等によるほか、建設工事公

　衆災害防止対策要綱及び建設副産物適正処理推進要綱に従い、工事の施工に伴う災害の

　防止及び環境の保全に努める。また、工事に伴い発生する廃棄物は選別等を行い、リサイ

　クル等再資源化に努める。     　　　　　　　　　　　　　　　　

環　境　へ　の　配　慮　に　つ　い　て

　「国による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」により、環境

　負荷の低減できる材料を選定すること。

排　出　ガ　ス　対　策　型　建　設　機　械

　「排出ガス対策型建設機械指定要領」に基づき、指定された建設機器を使用すること。

　（対象機種：バックホウ、ブルドーザ、トラクターショベル(車輪式)、空気圧縮機

　(可般式)、油圧ユニット(油圧ﾊﾝﾏ・ｱｰｽｵｰｶﾞ油圧式鋼管圧入引抜機・油圧式杭圧入引抜機

　・ｱｰｽｵｰｶﾞ・ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機・ﾘﾊﾞｰｽｻｰｷｭﾚｰｼｮﾝﾄﾞﾘﾙ・ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ・地下連続壁施工機・全回転

　型ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機の基礎工事用機械のうち、ベースマシンとは別に独立したディーゼル

　エンジン駆動の油圧ユニットを搭載しているもの)、ロードローラ、タイヤローラ、

　振動ローラ、ホイールクレーン、発電発動機(可般式(溶接兼用機を含む))但し、以上は

　ディーゼルエンジン(エンジン出力7.5Kw以上260Kw以下)を搭載したものに限る。）

ダンプトラック等による工事用資機材等の超過積載を行わないこと。さし枠の装置等又は物品

積載装置の不正改造をしたダンプトラックは工事現場内に出入りさせないこと。

工事に際し、取合部その他本工事範囲外の部分に汚損が生じた場合、または障害物等を移

設・切りまわしを行った場合は、原形に復元する。

　箇所及び方法については、監督員の指示による。

区分

※着工前

※施工中

※完成時

種類及び記入内容  

　　※「標仕」表1.8.1による　　・（　　　　　　　　　　　　　）

※ 図示による　　・（　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

分類

アスベスト含有吹付け材、アスベスト含有保温材等（アスベストを含有する

保温材、耐火断熱材をいう。）及びアスベスト含有成形板の処理工事に適

用する。

アスベスト含有建材は、安全にかつ完全に除去すること。

関係法令,都道府県の条例等を遵守すること。

アスベスト含有建材除去後の機能回復のための仕上げ工事については、

下記による。

規格

※サービス版

・ 

※サービス版

・ 

※VHS

・ 

※サービス版

部数

※１部

・

※１部

・

※１部

・

※１部

・

原版の大きさ

24×36以上

又はﾃﾞｼﾞﾀﾙ画像

又はﾃﾞｼﾞﾀﾙ画像

24×36以上

国土交通省

国土交通省

国土交通省

国土交通省

厚生労働省生活衛生局

建設業労働災害防止協会

建設業労働災害防止協会

環境省大気保全局

厚生労働省労働基準局

厚生労働省労働基準局

厚生労働省労働基準局

備　考

監督員の承諾する

撮影者

監督員の承諾する

撮影者

特に地下構造物

撤去部分

監督員の承諾する

専門業者

(1.1.1 )

 (1.3.7 )

(1.8.1 )

 5．安全対策及び協議

 6．濃度の測定

 1 ．施工調査等

 2 ．施工計画

　施工調査等は、特記による。特記がなければ、次による。

(ⅰ) 処理工事に当たり、あらかじめ事前の施工調査等を次の事項について行う。

（ii）アスベスト粉じん濃度測定

(1) 施工業者

　施工業者は、工事に相応した技術を有することを証明する資料を、監督職員に提出する。

(2) 作業管理者

　石綿作業主任者の資格を有する作業管理者を選任し管理させる。

(3) 特別管理産業廃棄物管理責任者

　排出事業者者は、特別管理産業廃棄物管理責任者の資格を有する者を選任し管理させる。

調査結果は、図面により記録し、監督職員に提出する。

①　アスベスト含有吹付け材使用部位の確認

②　アスベスト含有吹付け材層の厚さの確認

③　施工範囲と工事管理区分の確認

④　更衣施設等の仮設計画

⑤　廃棄物などの搬出方法

①　アスベスト粉じん濃度測定は、特記がなければ、表９.１.９による。

表９.１.９の他に上記の位置を測定とする。

②　処理作業後の測定は、負圧・除じん装置で、粉じんを十分に吸引ろ過したか

 又は粉じん飛散抑制剤吹付け後、噴霧した粉じん飛散抑制剤が沈殿したと思われる

　時期において実施する。

③　アスベスト粉じん濃度の測定方法は、JIS K 3850-1による。

④　次の項目について記録し報告する。

　ア. アスベスト含有建材の種類

　イ. 測定点の位置

　ウ. 測定日時、天候、気流

　エ. 試料採取条件

　オ. 標本作成方法

　カ. 使用顕微鏡の種類（開口数を含む）

　キ. 計数条件（HSEテストスライドの読取グループ番号を含む）

　ク. 繊維総数

　ケ. 定量限界

⑤　報告書は、（※５　・　　部）作成し監督職員に提出する。

⑥　測定機関は、都道府県労働局に登録されている作業環境測定機関とする。

表９.１.９　測定点の取り方

測定時期

処理作業前

処理作業中

(注）

(ⅰ) 着工に先立ち、処理工事に伴うアスベスト粉じんの飛散防止対策を盛り込んだ

(ⅱ) 施工計画書に記載すべき事項は、次のとおりとする。

①　工事概要

　ア. 工事名称

　イ. 工事場所

　ウ. 工事期間

　エ. 工事内容（部位別の状況及び工法）

　オ. その他

②　管理組織（工事管理者，石綿作業主任者，特別管理産業廃棄物管理

③　安全衛生管理及び飛散防止対策

④　使用用具，機器類，材料及び調合

測定時期

作業開始前

作業中

作業終了

施工計画書を施工調査等の結果に基づき作成し、監督職員の承諾を受ける。

責任者等）

１．重要度の記号は、◎は必須、○は条件により必須、△は望ましいという意味である

２．施工区画とは、処理作業室、セキュリティーゾーン、廃棄物置場、資材置き場を含む

　範囲で、セキュリティーゾーン、負圧・除じん装置の排出口が施工区画周辺に設置され

　ている場合の測定点は2点となる。

3.各施工箇所ごとの室面積が50m2以下までは２点,300m2以下までは３点とする。

　300m2を越えるものは、監督職員と協議する。

４．処理作業中にセキュリティーゾーン入口におけるアスベスト粉じん濃度測定の場合は、

　セキュリティーゾーン内の空気の流れ（処理作業室内に空気が流れている）を、また

　負圧・除じん装置の排出口におけるアスベスト粉じん濃度測定の場合は、負圧・粉じん

　装置の性能確認を行うこと。

重要度

△

△

△

◎

◎

○

◎

△

位置

・図示による

・図示による

・図示による

測定場所

処理作業室内

施工区画周辺又は敷地境界

処理作業室内

セキュリティーゾーン入口

施工区画周辺又は敷地境界

処理作業室内

施工区画周辺又は敷地境界

個所

・（　　　）

・（　　　）

・（　　　）

測定点数

（各処理作業室ごと）

2又は3点

2点

2点

1点

1点

4方向各1点

2点

4方向各1点

備考

 3 ．安全衛生管理

 4 ．除去処理工事

 5 ．汚染物処分工事

(4) 官公署その他への手続き等

(1) 休憩室の設置

(2) 洗浄設備

(3) 負圧防じん装置の設備

(4) 表示，掲示

(5) 作業の隔離

(6) 保護具・保護衣

(1) アスベスト含有吹付け材の除去

　除去するアスベスト含有吹付け材は、薬液等により十分に湿潤化し、その後に除去する。

　なお、アスベスト除去方法は、下記の仕様による。

(2) 除去物及び汚染物の処分等

⑤　工事の流れ

⑥　仮設計画（足場，養生）

⑦　作業要領（作業計画図面を含む。）

⑧　確認，検査方法及びトラブル時の対応方法

⑨　アスベスト廃棄物処理計画

⑩　添付書類

　ア. 工事工程表

　イ. 使用処理剤の説明

⑪　その他必要事項

一般建築工事の手続きの他、次の手続きを行う。

①　労働安全衛生法の工事計画書（所轄労働基準監督署）。

②　石綿障害予防規則の作業届（所轄労働基準監督署）。

③　特別管理産業廃棄物管理責任者設置報告書（都道府県知事または保健所設置市）。

④　特性粉じん排出等作業実施届出書（都道府県知事または市長）。

⑤　その他、地方公共団体が定めている届出書類。

(ⅰ) 作業場以外の場所に設置する。

(ⅱ) 十分湿らせたマット，衣服用のブラシ，真空掃除機等を備える。

(ⅰ) 洗顔，洗身，うがいの設備を設ける。

(ⅱ) 更衣設備，衣服洗浄の設備を設ける。

ＨＥＰＡフィルタを備えた負圧防じん装置を設置する。

(ⅰ)特定化学物質等作業主任者名と職務内容，関係者以外立入禁止,喫煙･飲食の

(ⅱ) アスベストの有害性，取扱い上の注意事項，使用すべき保護具の掲示を行う。

(ⅲ) アスベスト使用の有無に関する事前調査年月日、当該調査の方法及び結果の概要

除去に伴いアスベストを作業場から外部へ飛散させないため、プラスチック

シート等を用いて隔離する。

(ⅱ) 隔離した作業場への作業員の出入りによるアスベストの飛散を防止するため、

(ⅰ) 隔離された作業場所において、石綿等の除去を行う作業者は、電動ファン付き

(ⅱ) 作業者は、アスベストが付着しにくく、付着したアスベストが容易に除去できる

【アスベストの飛散防止（撤去場所の養生）】

除去場所の養生作業は、最初に床の養生を行い、壁部へと行う。それぞれの養生

作業に先立って、養生を行う場所の清掃を高性能真空掃除機で行うこと。

最後にそれ以外の養生を行う。

なお除去処理を行うにあたり、作業に支障があるもの（備品、その他照明器具等)

は、養生作業を始める前に、あらかじめ搬出することが原則とするが、移動できな

いものに関しては、ビニールシート等で隙間なく包み囲むこととする。

（ａ）床の養生作業

　床の養生は厚さ0.15㎜以上のビニールシート又はポリエチレンシートを二重に

し、且つ継目をずらし、床面より30cm以上立ち上げる事。

（ｂ）壁部の養生作業

　壁部の養生は、厚さ0.08㎜以上のビニールシート又はポリエチレンシート一枚

とし、張ったシートが剥落ないよう粘着テープで確実に固定すること。

壁ビニールシートは30～45cm程度重ね合わせるように施工する事。

枚とし､張ったシートに剥がれ､脱落がないよう確実に固定することとする。

（ｄ）作業中のアスベスト粉じんの飛散を防止するため、負圧除じん機（プレフィル

ター＋中間フィルター＋HEPAフィルター) ろ過性能：0.3μｍ以上の繊維99.97％　

去）を設置し、作業場内を負圧とすると共に除じんをし、アスベスト粉じん飛散

防止を行う。

また、除去作業場の換気が４回以上/hの確保ができる性能のものを設置すること。

（ｅ）精密微差圧計を設置、又は目視にて除去作業場の内外の圧力監視を行い、

又その記録を保存すること。

（ｆ）既存警報器等の取り扱いに関しては、あらかじめ所轄消防署に申請又は確認を

行うこと。

(ⅰ) 除去したアスベスト含有吹付け材の処理方法は、以下による。

①　密封処理の場合

②　除去したアスベスト含有吹付け材を固化処理する場合

(ⅱ) アスベスト廃棄物の搬出を行ったときには、適宜、搬出量と処理先を監督員に報

告するとともに、産業廃棄物管理票（マニフェスト）の写しを添付した廃棄物処理報告

を提出する。

禁止，アスベスト除去作業中等の表示を行う。

の掲示を行う。

セキュリティーゾーンを設置する。

呼吸用保護具又はこれと同等以上の性能を有する空気呼吸器、酸素呼吸器もしく

は送気マスクを使用する。

作業衣服または保護服を使用する。

ア. 除去したアスベスト含有吹付け材は、適宜密封する。

イ. 除去作業場所において、除去したアスベスト含有吹付け材をプラスチック袋

　の中に入れ、粉じん飛散抑制剤等を散布することにより湿潤化して、密封する。

ウ. 前室で高性能真空掃除機により、プラスチック袋に付着している粉じんを除去する。

エ. 保護衣等着脱室で、更にプラスチック袋をかぶせ、密封し、「アスベスト含有吹付け材」

　である旨の表示を行う。

オ. 除去したアスベスト含有吹付け材等の保管、運搬及び処分は、廃棄物の処理

　及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）の規定を遵守し行う。

　なお、これを委託する場合は、都道府県知事（政令市長）の許可を受けている

特別管理産業廃棄物処理業者（運搬業者）と特別管理廃棄物処理に関する契約を

結び、廃棄物処理場の現地確認等を行うこと。

ア. アスベスト含有吹付け材をセメントによって固化する場合は、アスベストが

　飛散しないように十分な強度が得られる配合とする。

イ. アスベスト含有吹付け材を溶融化する場合は、アスベスト含有吹付け材の中間処理

　に適する溶融施設によって行う。

ウ. 処理方法は、①オに準ずる。

項 目
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事

（ｃ）照明器具等の養生は厚さ0.08㎜以上のビニールシート又はポリエチレンシート

処理作業後 

 撤去前）
（隔離シート

空気の流れ

 を確認

 の性能確認

除じん装置

0.5時間

請負者は、工事請負額が５００万円以上の工事について、受注時は契約後１０日以内に、登録

内容の変更時は変更があった日から１０日以内に、完成時は完成後１０日以内に、工事実績情

　　　　提出部数　※１部　　・（　　）部                                  (1.7.3 )

請負者は、完成時に完成図を県の指定する図面ファイリングシステムの記録方式及び記

録媒体に記録して提出する。

　　　　提出部数　※１部　　　・（　　）部

竣工後(※２･１)年以内に当該工事範囲に関する経年変化の状況を調査し､報告すること。

※カラー

※カラー

※カラー

外壁改修・防水改修

仕上塗材の３層中３層目に含有

1

小長田団地（７棟）改修工事

小長田団地（７棟）改修工事

福岡県京都郡みやこ町勝山黒田（小長田団地 内）

・電気設備工事

ｱｽﾍﾞｽﾄ含有場所：外壁、軒裏、階段室・廊下・ﾍﾞﾗﾝﾀﾞの内壁、天井

※調査済み
　（レベル３）


